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様式第４号

（用紙A４）

　　　年　　　月　　　日

通番 氏名 生年月日 CPD単位

CPD単位を取得した技術者名簿

（技術職員名簿に記載のある者を除く）

 

 

 

 

 



告示別表第18

CPD認定団体 数値

公益社団法人空気調和・衛生工学会 50

一般財団法人建設業振興基金 12

一般社団法人建設コンサルタンツ協会 50

一般社団法人交通工学研究会 50

公益社団法人地盤工学会 50

公益社団法人森林・自然環境技術者教育研究センター 20

公益社団法人全国上下水道コンサルタント協会 50

一般社団法人全国測量設計業協会連合会 20

一般社団法人全国土木施工管理技士会連合会 20

一般社団法人全日本建設技術協会 25

土質・地質技術者生涯学習協議会 50

公益社団法人土木学会 50

一般社団法人日本環境アセスメント協会 50

公益社団法人日本技士会 50

公益社団法人日本建築士会連合会 12

公益社団法人日本造園学会 50

公益社団法人日本都市計画学会 50

公益社団法人農業農村工学会 50

一般社団法人日本建築士事務所協会連合会 12

公益社団法人建築家協会 12

一般社団法人日本建設業連合会 12

一般社団法人日本建築学会 12

一般社団法人建築設備技術者協会 12

一般社団法人電気設備学会 12

一般社団法人日本設備設計事務所協会 12

公益財団法人建築技術教育普及センター 12

一般社団法人日本建築構造技術者協会 12

において、表記載のＣＰＤ認定団体との関係が確認できる場合は、当該認定団体の数値を適用する。

※三重県○○○会等の三重県の組織による証明の場合、別表第十八にそのものの名称がないが、組織概要等

　＜例＞一般社団法人三重県建築士会は、公益社団法人日本建築士会連合会の都道府県組織のため、

　　　　「公益社団法人日本建築士会連合会」の数値「１２」を適用する。
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